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Ⅰ．問題と目的
教育相談では、来談者と教師との間に信頼関
係を構築することが重要である。教師が来談者
との間に信頼関係を構築するためには、 （1） 相
談内容を適切に把握し、その上で、 （2） 問題解
決に向けて的確に助言できる能力を教師が身に
つけておくことが必要とされる （石隈， 1999； 
久田・杉山・山本， 1996； 奈良・相羽， 2012）。
このため、視覚障害特別支援学校の早期教育相
談に応じる教師の場合も、これらの能力を教師
が身につけておくことが望まれる。それにも関
わらず、視覚障害特別支援学校の専門性は危機
的 状 況 1） （ 川 口・ 小 林， 2010； 奈 良・ 相 羽， 
2012） にあり、早期教育相談に十分な対応がで
きていない状況 （奈良・相羽・小林， 2018； 沖本， 
2010） がある。したがって、教師が （1） や （2） 
の能力を身につけるためにはどうしたらよい
か、その手がかりを明らかにすることは有意義
と考える。
そこで、視覚障害特別支援学校の早期教育相
談に関する先行研究を概観すると、 （1） につい
てはすでに検討がなされており、来談者の相談
内容が教育的視機能評価等の相談を含む視覚相
談や就園・就学相談等の 8 つのカテゴリから構
成されることが具体化されている （奈良ら， 
2018）。これに対し、 （2） については十分な検討
がなされていない。これは視覚障害特別支援学
校の早期教育相談に関する研究は、来談者に焦
点を当てたもの （久田ら， 1996； 松木， 2010； 
中村・石原・飯野， 2006； 沖本， 2010） がほと
んどであるため、的確な助言ができるかどうか
という教師の立場に焦点を当てた研究が見られ
ないためと推察できる。
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ところで、視覚障害特別支援学校の早期教育
相談で教師が的確な助言を行えるようになるた
めの手がかりを明らかにするためには、教師が
助言ができない状態からできる状態へと変化し
た出来事を調べることが有効であろう。例えば、
任・安藤 （2012） や岸野・無藤 （2006） の研究で
は、教師の成長に影響を与える出来事 （以下、
契機と示す） を教師への面接調査から明らかに
している。この方法論は、教師がいつのタイミ
ングでどのような契機により成長を遂げたのか
を詳細に知ることができる。つまり、視覚障害
特別支援学校の早期教育相談において、教師が
来談者に適切な助言をするためには、どのよう
な契機が関係するのかを知ることができ、これ
により、今後の相談担当教師の養成に見通しを
持つための手がかりが得られる。
教師にとって契機となり得ることとして、例
えば、医療・福祉等の他機関との連携 （猪平， 
2010；松木， 2010；田中， 2014；鈴木・植松・
大野・白倉・中村・酒井， 2000）、地域への巡
回相談 （相羽・渡辺・上杉， 2016；川原田， 
2006；小中・衛藤， 2007）、就学に関する相談 
（奈良・相羽， 2018；鈴木ら， 2000） 等の相談経
験や相談体制 （久田ら， 1996；沖本， 2010）、人
的、時間的、予算的状況 （沖本， 2010；鈴木ら， 
2000） 等が考えられる。これらのことがどのよ
うな契機として教師自身に位置づいているのか
を明らかにした研究は見られない。契機の内容
や特徴を捉えることができれば、相談担当教師
の養成に道筋を立てやすくなる。
そこで、本研究では、視覚障害特別支援学校
の早期教育相談に携わるベテラン教師がどのよ
うな契機により専門性を向上させてきたのか、
成長に影響を与えた契機について分析すること
を目的とする。特に、奈良ら （2018） が明らか
にした来談者の相談内容の枠組みに着目し、そ
れぞれの相談内容に対して教師が対応できるよ
うになるまでには一体どのような契機があった
のかを中心に検討する。
Ⅱ．方法
1．参加者
まず、参加者の選定にあたっては、視覚障害
特別支援学校の教師として以下の条件に該当す
る者とした。（1） 任・安藤 （2012） が重度・重
複障害教育におけるベテラン教師の職能成長を
調べた研究では、勤務して 7 年から 8 年ごろに
飛躍的な成長がみられたとあったため、本研究
では、早期教育相談を担当した経験が 7 年以上
あること、 （2） 分掌の主任等を務める経験は校
内で比較的経験豊富で専門知識や技術を有する
教師が担うとされている （奥田・安藤， 2018） 
ことから、教育相談を担当する分掌の主任経験
者であること、 （3） 視覚障害領域の特別支援学
校教諭免許状を保有していること （文部科学
省， 2017） が、視覚障害教育に関する基礎的知
識を有する根拠になると考え、3 つ目の条件と
した。
上記の条件に該当すると思われる教師をA大
学で視覚障害教育を専門とする大学教員に選定
の協力を依頼し候補者30名が得られた。その
中で、条件に該当するかの確認を行い、調査協
力の同意が得られた教師12名 （男性 4 名， 女性
8 名） を参加者とした。Table 1は参加者の性別、
視覚障害特別支援学校勤務年数、教育相談経験
年数、早期教育相談経験年数である。
2．調査内容
（1）フェイスシート：フェイスシートでは、
性別、視覚障害特別支援学校勤務年数、教育相
談経験年数、早期教育相談経験年数を尋ねた。
（2）効力感契機について：まず、本研究でい
う契機 （Opportunities） とは、滅多に訪れること
のない転機 （Turning point） とは区別し、出来事
の影響力の大小に関わらず自己が成長したと捉
えた出来事のことと定義した。また、教歴の中
で多様な契機を経験することが予想されるた
め、本研究では、相談に対応ができるという自
己効力感を高めた契機に焦点をあてた。ここで、
自己効力感を用いた背景には、相談対応できる
ようになる過程において、自己効力感の構成要
因である成功体験や代理体験等 （Bandura, 
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1995） の関連が予想されたためである。以上の
ことから、本研究では、教師が相談に対応でき
ると感じた契機のことを効力感契機として示し
た。
具体的には、奈良ら （2018） で見出された 7
個の相談内容 （視覚、就学、育児、支援、医療、
発達、心理） に対する教師の効力感契機につい
て尋ねた。一つの相談内容に対して、複数の効
力感契機があることが考えられるため、時系列
に沿って効力感契機の具体的なエピソードにつ
いて尋ねた。なお、奈良ら （2018） では、「盲学
校について」という相談内容も示されているが、
その具体的な内容は学校見学のための事務手続
き等に関する内容であったため、本研究では除
外し 7 個の相談内容を採用した。
3．手続き
事前に参加者に対して、調査内容の趣旨及び
倫理的な配慮に関する説明を行った上で、面接
内容を提示し、7 個の相談内容に対して対応で
きるようになった効力感契機について、どんな
些細なことでもよいのでできるだけ多くのエピ
ソードの想起を依頼した。また、調査場所は参
加者が話しやすい場所に設定した。調査では、
事前に提示した調査内容に沿って質問を行っ
た。それぞれの相談内容に対して、初任期から
順を追って、いつ、どのような効力感契機に
よって相談に対応できると感じたのかを一つず
つ丁寧に聞き取った。一つの効力感契機に対し
て、それがいつの時期なのか、具体的にどうい
う内容だったのかが不明確な場合は、調査者か
ら「その研修の内容はどのような内容でしたか」
「いつごろ受けた研修ですか」等の問いかけを
行い、より具体的なエピソードが抽出できるよ
うにした。また、時系列があいまいな場合には、
一つずつ出来事を整理しながら、それがいつご
ろの出来事であったのかを特定したり、「研修
はありませんでしたか」「先輩教師から教えて
もらう機会はありましたか」等の問いかけをし
たりし、出来事の想起がしやすいように働きか
けた。なお、調査内容は承諾を得た上で ICレ
コーダーに録音し、調査時間は一人あたり約90
分から120分程度であった。本研究は筑波大学
倫理委員会の承認を得て行われた （筑29-171）。
4．分析方法
（1）効力感契機カテゴリの生成：効力感契機
を明らかにするため、面接調査で得たデータを
質的データの分析手法 （川喜田， 1996； 奈良ら， 
2018；佐藤， 2008） 等を参考にFig. 1及び以下に
示した手順でカテゴリの生成を行った。
ラベル作り：面接内容の逐語録から、効力感
契機となった出来事が語られた内容を一区切り
とし、一つの効力感契機に対してひとつのラベ
参加者 性別 勤務年数 教育相談経験年数 早期教育相談経験 
A 女性 37 年 30 年 30 年 
B 男性 35 年 15 年 7 年 
C 男性 33 年 20 年 15 年 
D 女性 30 年 15 年 13 年 
E 女性 21 年 16 年 16 年 
F 女性 21 年 16 年 16 年 
G 男性 20 年 18 年 13 年 
H 女性 20 年 16 年 16 年 
I 女性 17 年 16 年 16 年 
J 男性 17 年 8 年 8 年 
K 女性 13 年 13 年 12 年 
L 女性 12 年 12 年 12 年 
Table 1　参加者プロフィール（n=12）
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ルを作成した。
ラベル拡げ：分析者全員にラベルをランダム
に配る。次に、分析者それぞれが受け取ったラ
ベルの意味内容を把握する。
土俵作り：ラベルを配置するための土俵を模
造紙等で作成する。
ラベル集め：分析者グループを代表する親を
一人決める。親が手持ちのラベルから一枚を読
み上げ土俵に置くと同時に、この親札と類似し
た内容のラベルを持っている他のメンバーがつ
け札として土俵内に加え、全員で可否を話し合
う。
表札作り （小カテゴリの生成）：ラベル集め
で作成された束の内容を端的に示す表札を作成
する。本研究では、表札作りは効力感契機の小
カテゴリに該当する。
構造化 （大カテゴリの生成）：表札作りで作
成された効力感契機の小カテゴリの上位カテゴ
リを作成し、これを効力感契機の大カテゴリと
した。
なお、分析者は視覚障害を専門とする大学教
員 1 名と学生 3 名で行った。
（2）クロス集計表の作成：各相談内容に対す
る効力感契機の特徴を捉えるため、大カテゴリ
×相談内容のクロス集計表を作成した。その上
で、大カテゴリ別に相談内容×小カテゴリのク
ロス集計表を作成した。なお、同一の教師が同
一のカテゴリに質的に異なる複数の効力感契機
を経験していることもあるため、本研究ではラ
ベル数の総和を用いることがより適切に結果を
示すことができると考え、母数は参加者数では
なく、効力感契機数を採用した。
（3）表記について：本研究では、奈良ら （2018） 
が明らかにした相談内容は『　』、本研究で得
られた効力感契機の大カテゴリは【　】、小カ
テゴリは≪　≫で表記を統一した。また、ラベ
ルの数は件数で示した。
Ⅲ．結果と考察
12名の面接調査の内容をコード化したとこ
ろ、内容の異なる616件のラベル （エピソード） 
が抽出された。これを相談内容別に分類した結
果、視覚に関連する相談に対する効力感契機が
154件、育児相談に対する効力感契機が112件、
地域の幼稚園や保育所等への支援に関する相談
に対する効力感契機が92件、就学相談に対す
る効力感契機が87件、心理的な相談に対する
効力感契機が63件、医療的な内容に関する相
談に対する効力感契機が61件、発達相談に対
する効力感契機が48件抽出された （Table 2）。
これらのラベルを意味内容ごとに分類した結
果、65個の小カテゴリが生成された。さらに、
65個の小カテゴリを意味内容の類似するカテ
ゴリへまとめた結果、8 個の大カテゴリ （【日々
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ゴリ別にみた相談内容×小カテゴリのクロス集
計表を示し、以下に相談内容別に抽出された効
力感契機の特徴について記述した。
構造化(大カテゴリの生成) 
表札作り(小カテゴリの生成) 
ラベル拡げ
ラベル作り(意味内容ごとにラベルを抽出)
ラベル集め(ラベルの分類作業)
土俵作り
Fig. 1　分析手順
奈良　里紗・小林　秀之
36─　　─
ルを作成した。
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た内容のラベルを持っている他のメンバーがつ
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構造化 （大カテゴリの生成）：表札作りで作
成された効力感契機の小カテゴリの上位カテゴ
リを作成し、これを効力感契機の大カテゴリと
した。
なお、分析者は視覚障害を専門とする大学教
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テゴリは≪　≫で表記を統一した。また、ラベ
ルの数は件数で示した。
Ⅲ．結果と考察
12名の面接調査の内容をコード化したとこ
ろ、内容の異なる616件のラベル （エピソード） 
が抽出された。これを相談内容別に分類した結
果、視覚に関連する相談に対する効力感契機が
154件、育児相談に対する効力感契機が112件、
地域の幼稚園や保育所等への支援に関する相談
に対する効力感契機が92件、就学相談に対す
る効力感契機が87件、心理的な相談に対する
効力感契機が63件、医療的な内容に関する相
談に対する効力感契機が61件、発達相談に対
する効力感契機が48件抽出された （Table 2）。
これらのラベルを意味内容ごとに分類した結
果、65個の小カテゴリが生成された。さらに、
65個の小カテゴリを意味内容の類似するカテ
ゴリへまとめた結果、8 個の大カテゴリ （【日々
の教育活動】、【研修】、【他機関との連携】、【巡
回】、【専門性の発信】、【就学指導委員会】、【当
事者・当事者団体】、【他県・他校とのネットワー
ク】） が生成された。Table 2は、相談内容と大
カテゴリのクロス集計表、Table 3–10は大カテ
ゴリ別にみた相談内容×小カテゴリのクロス集
計表を示し、以下に相談内容別に抽出された効
力感契機の特徴について記述した。
構造化(大カテゴリの生成) 
表札作り(小カテゴリの生成) 
ラベル拡げ
ラベル作り(意味内容ごとにラベルを抽出)
ラベル集め(ラベルの分類作業)
土俵作り
Fig. 1　分析手順
視覚障害特別支援学校の早期教育相談に対する教師の自己効力感に影響を与えた契機の分析
37─　　─
1.『視覚』に関連する効力感契機
ここでは、「教育的視機能評価をしてほしい」
や「視覚補助具訓練について教えてほしい」等
の主訴から構成される『視覚』に関する相談 （奈
良ら， 2018） に対する効力感契機について記述
した。
『視覚』には、最も多い154件の効力感契機
が抽出され、なかでも【研修】 （66件）、【日々
の教育活動】 （65件） の 2 カテゴリが突出して
多かった。【研修】には、15個の小カテゴリが
該当し、≪校内研修≫や≪自主研修≫が効力感
契機として挙げられた （Table 4）。この≪校内
研修≫と≪自主研修≫は位置づけが大きく異な
り、≪校内研修≫では基礎的知識の習得を目的
としており、≪自主研修≫はより専門的な内容
の習得を目的としていた。特に、≪自主研修≫
は全国各地で行われる研修会に参加することが
多く、学校は予算的に厳しい状況がある （久田
ら， 1996） ため私費で受講しているケースも
あった。そもそも、視覚障害教育に関する専任
教員を配置している大学が少ない （岩田・青柳， 
2016） ため、大学教員による高度な専門的内容
を含んだ研修を受けにくい状況がある。そのた
め、教師が研修を受けようとすると、教師の居
住地の近隣ではなく遠方になることも容易に想
像できる。教師がよりよい相談対応を実現する
ために、個人的な負担なく参加できるよう配慮
されることが望まれる。
また、【研修】に加えて、【日々の教育活動】
にも、効力感契機が多く見出された。ここには、
12個の小カテゴリが該当した （Table 3）。具体
的には、「教育相談を担当している先輩教師の
日々の実践の様子を見ながら学ぶ機会があった
ことが大きなきっかけでした」等から生成され
た≪先輩からの学び≫が最も多かった。以前か
ら、視覚障害教育の専門性は、先輩教師から学
ぶOJTが取り入れられていた （松田， 2012； 沖
本， 2010）。教育相談においても、OJTを取り入
れることで教師が効力感を持ちやすい環境を作
ることができることが示唆された。加えて、「年
間100ケースぐらい担当できる環境が相談対応
できるようになるきっかけだった」等から生成
された≪ケース数 （環境）≫や教育的な視機能
評価を行うための≪教材開発≫や≪メイン担当
の経験≫等が効力感契機として抽出された。こ
れは、OJTを受けた後に、一人前の相談担当教
師として成長するために必要な契機と考えるこ
とができる。しかし、現実的に年間100ケース
を超える相談ケースを担当することは視覚障害
単一では考えにくい （沖本， 2010）。この教師は、
他の障害種の特別支援学校へ教育的視機能評価
を実施するために巡回し、ケース数を経験して
いた。これは、教育相談担当教師だからこそで
きるセンター的機能の一つとして考えることが
できる （鈴木ら， 2000）。他の障害種の特別支援
学校においても、視覚に何らかの困難を有する
大カテゴリ名 
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
日々の教育活動 65 64 43 44 59 12 21 308 
研修 66 36 1 4 0 22 24 153 
他職種との連携 14 0 1 0 0 26 0 41 
巡回 0 0 29 9 0 0 0 38 
専門性の発信 5 1 7 7 0 1 1 22 
就学指導委員会 0 0 6 13 0 0 0 19 
当事者・当事者団体 0 5 0 9 4 0 0 18 
他県・他校とのネットワーク 4 6 5 0 0 0 2 17 
合計 154 112 92 87 63 61 48 616 
Table 2　相談内容×大カテゴリのクロス集計表（n=616）
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子どもの存在は指摘されている （小中・衛藤， 
2007）。そのため、センター的機能を果たしつつ、
教師にとっては他の特別支援学校へ巡回するこ
とで、より多くのケース数を経験することがで
き、これが結果的に教育相談を行う上での効力
感契機へとつながるものと推察できる。
2.『育児』に関連する効力感契機
ここでは、「子どもとどのように接したらよ
いかわからない」「どんなおもちゃで遊ばせた
らよいのか」等、育児に関連する相談 （奈良ら， 
2018） に対する教師の効力感契機について記述
した。
まず、『育児』には112件の効力感契機が抽
出され、『視覚』に次いで効力感契機が多かった。
また、『視覚』同様に、【日々の教育活動】 （64
件）、【研修】 （36件） でほとんどの効力感契機
を占めていた。【日々の教育活動】には、15個
の小カテゴリが該当し、≪保護者対応の経験≫
が多かった （Table 3）。また、『育児』固有の小
カテゴリとして、視覚障害乳幼児の発達を促す
小カテゴリ名 
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
保護者対応の経験 3 13 2 17 22 8 3 68 
先輩からの学び 16 7 2 6 1 3 1 36 
保護者に対する福祉制度の説明 0 0 19 0 0 0 0 19 
経験的な学び 0 7 0 7 0 0 4 18 
環境（ケース数） 9 0 0 5 1 1 0 16 
グループ相談 0 3 5 0 7 0 1 16 
理論と実践の融合 3 3 1 0 0 0 7 14 
見通し（成長） 0 4 2 8 3 0 4 21 
子どもからの学び 5 4 1 0 0 0 0 10 
相談体制 0 2 4 0 4 0 0 10 
校内指導の経験 2 5 1 0 0 0 0 8 
先輩からの学び（幼稚部教師） 7 0 0 0 0 0 0 7 
弱視学級での経験 4 1 0 1 0 0 0 6 
教材開発 6 1 0 0 0 0 0 7 
玩具 0 6 0 0 0 0 0 6 
ケース会議 5 0 0 0 0 0 0 5 
父親 0 0 0 0 5 0 0 5 
担任経験 0 0 3 0 0 0 1 4 
校内でのコーディネーション 0 0 1 0 3 0 0 4 
校内体制 0 4 0 0 0 0 0 4 
見通し（進路） 0 0 0 0 4 0 0 4 
見通し（障害） 0 0 0 0 4 0 0 4 
メイン担当の経験 3 0 0 0 0 0 0 3 
理療科教員へのコーディネーション 0 2 1 0 5 0 0 8 
相談記録 2 1 0 0 0 0 0 3 
継続的な関わり（年少～年長） 0 0 1 0 0 0 0 1 
複数の盲学校での経験 0 1 0 0 0 0 0 1 
Table 3　日々の教育活動（n=308）
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ために使うことのできる≪玩具≫について学ぶ
機会や幼稚部の教師や養護教諭が教育相談に同
席できる≪校内体制≫が効力感契機として挙げ
られた。『育児』に関する相談を成功させるた
めには、子どもへの接し方や玩具について助言
をすることが求められる。早期教育相談は、必
ずしも幼稚部の教師が担当するとは限らない 
（久田ら， 1996） ため、幼稚部の教師が教育相談
に同席できる≪校内体制≫があることで子ども
への接し方や適切な玩具について助言すること
ができ （沖本， 2010）、それが結果的に効力感契
機として抽出されたものと考えられる。さらに、
養護教諭は、日常業務の一つとして子どもや保
護者からの相談にのっている （平井・中下， 
2017）。そのため、養護教諭の相談対応の仕方
等を見聞きすることが、≪保護者対応の経験≫
が効力感契機の多くを占める『育児』に関する
相談ではOJTとして効果がある可能性が示唆さ
れた。
【研修】には、10個の小カテゴリが該当し、
視覚障害乳幼児について専門的に学ぶことので
きる≪全国視覚障害早期教育研究会≫や≪視覚
障がい乳幼児研究会≫等の研修機会に加えて、
≪摂食≫に特化した研修を受けていることも特
徴的であった （Table 4）。また、【他県・他校と
のネットワーク】は、17件中 6 件が『育児』に
関係する効力感契機として抽出され、「たくさ
んの研修会に参加する中で自ら相談対応に必要
なネットワークを作っていったことが相談対応
する上でもとても役に立った」等から生成され
た≪ネットワークの構築≫がみられた （Table 
10）。『視覚』では、研修が重要であることが示
されたが、『育児』の場合はより具体的に 2 つ
の研究会が効力感契機として位置づいているこ
とが示された。また、教師自身が積極的に研究
会で学ぶだけではなく、【他県・他校とのネッ
トワーク】を構築していた。本来であれば、相
談対応に苦慮した際、校内でケース会議等を実
施し、解決へ導くことが望ましい （安藤， 2018）。
しかし、現状は、研修参加によって得られた
ネットワークを駆使して、相談対応の改善に努
めていた。このことは、校内で問題解決のため
の体制や教師同士の関係性、あるいは、対応で
きる人材不足等が原因として考えられる。この
ような状況を解決するためにも、幼稚部の教師
や養護教諭等、教育相談担当教師以外が教育相
談に携わることができる柔軟な≪校内体制≫を
拡充し、教育相談担当の分掌が校内で孤立せず
に教師同士の連携が図れるようにすることが望
まれる。
3.『支援』に関連する効力感契機
『支援』には、「地域の幼稚園や保育所で支援
してほしい」、「福祉制度等について情報提供し
てほしい」等の相談内容から構成されている 
（奈良ら， 2018）。これらに対して、教師がどの
ような効力感契機を有するのかについて記述し
た。
『支援』には92件の効力感契機が抽出され、
【日々の教育活動】 （43件） が最も多かった。
【日々の教育活動】には、13個の小カテゴリが
該当し、≪保護者への福祉制度の説明≫が19
件で多かった （Table 3）。特徴的な効力感契機
として、【巡回】に38件中29件の効力感契機が
抽出され、7 個の相談内容の中で『支援』に該
当する【巡回】が最も多かった。また、【巡回】
のうち、地域の幼稚園等を支援するノウハウを
学ぶ効力感契機として、≪巡回のノウハウ≫が
『支援』のみに抽出された （Table 6）。このこと
は、地域の幼稚園等への支援は、【巡回】を経
験することでしか得られない何かがあるものと
考えられる。そのため、『巡回』は予算や人員
等の問題から教師が単独で担当することもある 
（相羽ら， 2016； 沖本， 2010）。しかし、これでは、
≪巡回のノウハウ≫を継承することが難しいた
め、確実に≪巡回のノウハウ≫を継承できる体
制作りが求められる。
4.『就学』に関連する効力感契機
ここでは、「地域の小学校、弱視学級、視覚
障害特別支援学校等、どの就学先にするのが一
番良いのかアドバイスがほしい」といった就学
に関連する相談 （奈良ら， 2018） に対する教師
の効力感契機について記述した。
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『就学』では、【日々の教育活動】 （44件） が
最も多く、6 個の小カテゴリが該当した。小カ
テゴリをみると、≪保護者対応の経験≫が多く、
『視覚』に比べて≪先輩からの学び≫は少なかっ
た。また、≪経験的な学び≫や「子どもとの関
わりの中で成長に見通しを持つことができたこ
とが自信を持って相談対応できるようになる
きっかけになった」等が含まれる≪見通し（成
長）≫の回答がみられた （Table 3）。さらに、 
≪弱視学級での経験≫は、「乳幼児の相談対応
をする上で、地域の小学校ではどのように学ぶ
ことができるのか、弱視学級で小学校 6 年間を
過ごすとどういうふうに成長しているのか、盲
学校の中にいるだけではわからないことを弱視
学級で担任経験をすることで学べたことが経験
としてとても大きい」という回答もあった。
次いで、【就学指導委員会】 （13件） が多いこ
とが特徴的であった。「就学指導委員会を担当
したことで、就学のシステムや保護者対応、就
学先決定にはどのような考えが重要なのかを学
ぶことができたことが相談対応する上でとても
貴重な経験となった」等が回答としてみられた 
（Table 8）。
【当事者・当事者団体】は抽出された18件の
効力感契機のうち、9 件が『就学』に関係する
効力感契機であり、該当する小カテゴリは、「幼
少期から成人になった今でも≪当事者との付き
合い≫が続いていることで、あのときの就学相
談の対応は本人にとって良い選択であったこと
を知ることができ、自己効力感を高める契機と
なっている」という回答があった。
なお、【研修】には『就学』固有の小カテゴ
Table 4　研修（n=153）
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
本からの学び 7 9 1 0 0 4 8 29 
自主研修 13 3 0 0 0 3 1 20 
学生時代の学び 5 1 0 0 0 2 9 17 
全国視覚障害早期教育研究会 4 7 0 0 0 2 0 13 
専門家（視覚障害） 8 1 0 0 0 0 3 12 
校内研修 10 0 0 0 0 0 0 10 
ORT 0 0 0 0 0 8 0 8 
視覚障がい乳幼児研究会 1 5 0 0 0 0 0 6 
療育での研修 3 3 0 0 0 0 3 9 
摂食 0 5 0 0 0 0 0 5 
認定講習 3 0 0 0 0 1 0 4 
相談体制 4 0 0 0 0 0 0 4 
自治体からの学び 0 0 0 4 0 0 0 3 
勉強会 2 0 0 0 0 0 0 2 
活動企画・運営 2 0 0 0 0 0 0 2 
眼科検査に関する学び 0 0 0 0 0 2 0 2 
ノウハウの共有 2 0 0 0 0 0 0 2 
久里浜短期研修 0 1 0 0 0 0 0 1 
他校の実践からの学び 0 1 0 0 0 0 0 1 
眼科からの研修 1 0 0 0 0 0 0 1 
長期研修 1 0 0 0 0 0 0 1 
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リとして、各自治体が実施する研修である≪自
治体からの学び≫が生成されただけで、【研修】
による効力感契機は少なかった （Table 4）。
以上のことから、『就学』では保護者対応と
子どもの成長に見通しを持つことに関連する効
力感契機が重要であることが示唆された。≪就
学指導委員会≫で就学に関する考え方や就学ま
での一連のプロセスを知ることや当事者団体と
の関わり （奈良・相羽， 2018）、実際に地域の弱
視学級で勤務する経験等を通して、子どもの成
長に見通しが持てるようになることで相談対応
する自己効力感を高めていくものと考えられ
る。『就学』については、【研修】に関連する効
力感契機が少ないことも特徴的であった。おそ
らく、【研修】のかわりに【就学指導委員会】
が位置づいているものと考えられる。ただし、
【就学指導委員会】は誰もが経験できることで
はなく、学校によっては管理職が担当すること
もある。『就学』に関する【研修】の機会がほ
とんどないことからも、早期教育相談を担当す
Table 6　巡回（n=38）
Table 7　専門性の発信（n=22）
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
巡回のノウハウ 0 0 29 0 0 0 0 29 
巡回 0 0 0 9 0 0 0 9 
Table 5　他職種との連携（n=41）
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
眼科との連携 10 0 0 0 0 24 0 34 
専門家集団との連携 3 0 0 0 0 2 0 5 
連携からの学び 1 0 0 0 0 0 0 1 
他校との連携 0 0 1 0 0 0 0 1 
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
研修会講師の経験 1 0 7 3 0 0 0 11 
学会発表 1 1 0 1 0 1 0 4 
先輩教員としての学び 3 0 0 1 0 0 1 5 
ベテラン教師としての仕事 0 0 0 2 0 0 0 2 
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
就学指導委員会 0 0 6 13 0 0 0 19 
Table 8　就学指導委員会（n=19）
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る教師には、【就学指導委員会】に関わる機会
を意図的に作ることが重要であろう。
また、【当事者・当事者団体】とつながりを
持つことで子どもの成長に対して見通しを持つ
効力感契機となっていた。早期教育相談では、
乳幼児の対応をすることが多いため、子どもが
大人になってからどうなるのかを【当事者・当
事者団体】とのつながりの中で知ること （川原
田， 2006；奈良・相羽， 2018） が教師の効力感
契機として位置づいたものと考えられる。
5.『心理』に関連する効力感契機
『心理』では、「子どもの障害を受け入れるこ
とができない」、「将来に見通しを持つことがで
きず不安」、「夫や祖父母が障害について理解を
してくれないために辛い」等の心理的な内容に
関する相談 （奈良ら， 2018） に対する教師の効
力感契機について記述した。
『心理』では、全体で63件の効力感契機が抽
出され、なかでも、【日々の教育活動】が59件
と多かった。【日々の教育活動】には、11個の
小カテゴリが該当し、≪保護者対応の経験≫が
多く、≪先輩からの学び≫は少ないことが特徴
的であった （Table 3）。『心理』では、≪グルー
プ相談≫をすることで親の心理的な課題の解決
に効果があることを実感したり、≪父親≫が 
≪グループ相談≫に入ることで家族関係の改善
がみられたりしたことで、教師自身が親の障害
受容に関する見通し （≪見通し（障害）≫） を持
つことができるようになっていた。
以上のことから、『心理』では【日々の教育
活動】での効力感契機が非常に多いことが特徴
的であった。特に、心理的な課題は保護者の性
格、家族関係、時代背景、地域性等、様々な要
因が複雑に関係しあっている （奈良・相羽， 
2018） ため、教育的な視機能評価のように知識
や技術を身に付けることでできるようになると
いうよりかは、≪保護者対応の経験≫を一つず
つ積み重ねることが最も意味のある経験になっ
ているものと考えられる。他方で、【研修】の
効力感契機が一つもないということは課題とし
て指摘できる。なぜなら、教師は心理カウンセ
リングの訓練を受けていないにも関わらず、
日々、相談業務にあたっている （川原田， 2006；
沖本， 2010）。障害告知をされて間もない保護
者の心理状態はとても不安定であり （奈良ら， 
2018；奈良・相羽， 2018）、教師は相談の重圧を
感じている。教師が相談対応しやすい環境を構
築するためには、例えば、『視覚』で【他職種
との連携】が自己効力感を高めているように、
心理分野の専門家との連携を促進することや教
Table 9　当事者・当事者団体（n=18）
Table 10　他県・他校とのネットワーク（n=17）
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
当事者・当事者団体 0 5 0 0 0 0 0 5 
当事者との付き合い 0 0 0 9 4 0 0 13 
小カテゴリ名
視
覚
育
児
支
援
就
学
心
理
医
療
発
達
合
計
ネットワークの構築 4 6 0 0 0 0 0 10 
ネットワークの活用 0 0 5 0 0 0 0 5 
専門家との連携 0 0 0 0 0 0 1 1 
教員同士の学び合い 0 0 0 0 0 0 1 1 
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育相談を行う教師向けの研修の充実が考えられ
る。
6.『医療』に関連する効力感契機
ここでは、「眼科を紹介してほしい」、「診断
書の内容を一緒に確認してほしい」、「アイパッ
チをいやがるのだがどうしたらよいか」、「義眼
について教えてほしい」等、教育相談に持ち込
まれる医療的な内容に関する相談 （奈良ら， 
2018） に対する教師の効力感契機について記述
した。
まず、『医療』には、全体で61件の効力感契
機が抽出され、このうち【他職種との連携】 （26
件） が最も多かった。次いで、【研修】 （22件） で、
【日々の教育活動】は12件で全ての相談内容の
中で最も少なかった。【他職種との連携】には、
≪眼科との連携≫の他、OTやPT等の≪専門家
集団との連携≫も抽出された （Table 5）。また、
【研修】では、7 個の小カテゴリが該当し、 
≪ORT≫や≪眼科検査に関する学び≫が『医
療』固有の小カテゴリであった （Table 4）。
以上のことから、『医療』では、効力感契機
の多くが【研修】と【他職種との連携】に集中
していた。この相談は眼科的な内容が多いため、
【研修】では≪ORT≫や≪眼科的な検査に関す
る学び≫が効力感契機として見出されたものと
考えられる。富田 （2012） が視覚障害特別支援
学校の教師に対して行った調査においても、教
師は眼科での診療情報提供を希望しており、眼
科との連携を促進することで、医療的な内容が
含まれる相談対応への自己効力感を高めること
ができることは当然の結果といえる。眼科との
連携の重要性はこれまでも指摘されている （猪
平， 2010； 松木， 2010； 田中， 2014； 鈴木ら， 
2000） が、教師にとっても連携が自己効力感を
高める契機となっていることが示唆された。
7.『発達』に関連する効力感契機
ここでは、「発達が遅れているように感じる
ので評価してほしい」、「言葉がでてこない」、 
「視覚障害児のトイレットトレーニングはどう
したらよいのですか」等、発達に関連する相談 
（奈良ら， 2018） に対する教師の効力感契機につ
いて記述した。
『発達』には、48件の効力感契機が抽出され
た。最も効力感契機の多い『視覚』は154件で
あることに比べると教師自身が効力感契機を経
験しづらい相談内容であることがわかった。『発
達』も『視覚』や『育児』と同様に、【研修】 （24
件）、【日々の教育活動】 （21件） が効力感契機
のほとんどを占めていた。【日々の教育活動】
には 7 個の小カテゴリが該当し、研修で学んだ
内容を、実践を通じて理解を深められたという
≪理論と実践の融合≫が多いことが特徴的で
あった。また、発達に見通しを持った効力感契
機として、≪見通し（成長）≫や≪担任経験≫、
≪経験的な学び≫等も抽出された （Table 3）。
【研修】には、5 個の小カテゴリが該当し、≪本
からの学び≫や≪学生時代の学び≫の件数が多
かった （Table 4）。
以上のことから、『発達』では、【日々の教育
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するためには、例えば、≪学生時代の学び≫が
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効力感契機として挙げられているため、大学の
講義で取り扱われている発達に関する内容を教
師向けの研修でも行うことが考えられる。
Ⅳ.まとめ
本研究により、相談内容別に教師の効力感契
機について明らかにすることができた。特別支
援教育制度下では、センター的機能の一環とし
て教育相談は重要な役割を担っている （奈良
ら， 2018；沖本， 2010）。一方で、教育相談担当
専任の加配がない学校も多く （鈴木ら， 2000）、
教育相談業務を負担と感じる教師も少なくな
い。そういった中でも、熱意ある教師が長年を
かけて育んできた教育相談に対応する上での専
門性がある （久田ら， 1996；沖本， 2010）。こう
いった専門性は一部の教師だけが身に付けるこ
とができる特別なスキルではなく、成長するた
めに必要な機会や環境を整備することで、等し
く相談対応できるようにしていくことが重要と
考えられる。そのために、本研究で明らかになっ
た効力感契機を学校経営の中で計画的に研修や
現場で経験を積み重ねる機会 （川口・小林， 
2010） を保証していくことが期待される。
今後の課題としては、本研究で明らかになっ
た効力感契機と勤務年数等の個人要因との関係
を整理した上で、より質の高い教育相談担当教
師を効果的に養成するために、自己効力感を高
める方略について検討することである。特に、
本研究は12名の教師から抽出された効力感契
機であるため、普遍性のある効力感契機は何な
のかについて慎重に検討を続ける必要がある。
そうすることで、相談担当教師を計画的に養成
するための資料として教育現場へ還元できるも
のと考える。
註
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在り方に関する提言―視覚障害固有の教育
ニーズと低発生障害に応じた新しい教育シス
テムの創造に向けて―」という提言を発表し
た。この提言では、視覚障害教育の専門性を
維持・発展させるためには、教師の採用、研修、
異動について、独自の人事システムが必要で
あることが記載されている。同年に発行され
た川口・小林 （2010） の研究においても、盲学
校での在職年数が10年以上にならないと教師
の専門性が身に付かないことを指摘している。
しかし、こういった研究者からの働きかけに
対して、文部科学省、あるいは、地方自治体
の教育委員会等が具体的な方策はとっておら
ず、5年から10年程度での機械的な人事異動が
行われ続け、視覚障害教育の専門性は流出し
続けていることが予想されることから、視覚
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An Analysis of Opportunities Affected Teachers’ Self-Efficacy with Regard  
to Early Education Consultation at Schools for the Visually Impaired 
Risa NARA* and Hideyuki KOBAYASHI**
This research considers the opportunities enabled expert teachers, who oversee early education 
consultation at schools for the visually impaired, to enhance their self-efficacy in providing 
consultations. We aimed to clarify what kind of opportunities enhanced their self-efficacy for each 
consultation categories. Participants included twelve teachers who 1) have over seven years of early 
education consultation experience, 2) have worked as the manager of an education consultation 
department, and 3) possess a special education teacher certification in area of visual impairment. 
Opportunities leading to their self-efficacy were explored by consultation category using semi-
structured interviews. 616 opportunities were extracted using a qualitative analysis method. Thereafter, 
these opportunities were classified into eight broad categories consisting of 65 subcategories. This 
analysis revealed that daily educational activities and training enhanced the self-efficacy for vision, 
childcare, developmental and psychological consultations. Participation in the school attendance 
committee enhanced the self-efficacy for school attendance consultations for preschool children.  
Visiting regular kindergartens enhanced the self-efficacy for supporting these kindergartens. 
Collaboration with other professionals enhanced the self-efficacy for medical consultation. 
Key words: Special schools for the visually impaired, early education consultation, expert teacher, 
self-efficacy, opportunities
